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１．人口動向

（1）人口・世帯数
⚫ 人口、世帯数は、2021年４月１日現在、352,638人、199,491世帯となって
います。人口は、社会増を中心に増加傾向にありますが、2028年をピーク
に減少に転じると推計されています。

⚫ 世帯数も増加傾向にあり、世帯人員は、2000年の2.16人から2021年には
1.77人へと減少しています。

（2）年齢階級別人口
⚫ 年齢別の人口は、年少人口は横ばい傾向、生産年齢人口は減少傾向、老年
人口は微増傾向で推移しています。

⚫ 2021年における年齢階級別人口構成比は、東京都と比較すると年少人口割
合がやや少なく、老年人口割合がやや多くなっています。

■人口推移（各年４月１日現在） ■世帯数・世帯人員の推移

資料：世帯と人口の増減表（戸籍住民課）

資料：世帯と人口の増減表（戸籍住民課）

■将来人口の予測

資料：北区人口推計調査報告書（北区）

■年齢階級別人口の推移

資料：住民基本台帳による東京都の世帯と人口（東京都）

２．土地利用

⚫ 2020年の地目別面積は、宅地が955ha（91.3%）、その他が89 ha（8.6%）
となっており、区域のほぼ全域が都市的土地利用で占められています。

⚫ 区の全域が都市計画区域となっており、住居系用途が約50％、商業系用途
及び工業系用途がそれぞれ約20％となっています。

３．交通

⚫ 区内には、首都高速道路王子線をはじめ、国道17号（中山道）、国道122号
（北本通）、明治通り、環状７号線など、東京都区部における重要な道路
が通っています。

⚫ 自動車保有車両数は、2000年以降は登録自動車数が減少傾向であるのに対
し、軽自動車は増加傾向にあります。

⚫ 鉄道は山手線、京浜東北線、東北本線（高崎線・宇都宮線）、埼京線、東
京メトロ南北線や都電荒川線、埼玉高速鉄道線が走っています。

⚫ 路線バスとして、都営バス、国際興業バス、関東バス、東武バスが運行し
ているほか、地域公共交通として、北区のコミュニティバス「K バス」が、
区内～主要駅の 2 ルートを運行しています。

■自動車保有車両数の推移（軽自動車台数については、確認中）

資料：東京都統計年鑑（東京都）
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４．産業別事業所および従業者数

⚫ 産業別事業所数は、2016年時点で、第一次産業が3件（0.0%）、第二次産
業が1,917件（15.3%）、第三次産業が10,616件（84.7%）であり、業種別
では、卸売・小売業が2,947件（23.5%）、宿泊業・飲食サービス業が1,910
件（15.2%）、不動産業、物品賃貸業が1,370件（10.9％）と、第三次産業
の3業種で全体の約半数を占めています。

⚫ 従業者数については、第1次産業が16人（0.0％）、第二次産業が21,004人
（16.8%）、第三次産業が103,745人（83.2％）であり、業種別では、卸
売・小売業が26,379人（21.1%）で最も多く、次いで医療・福祉が17,207人
（13.8%）、宿泊業・飲食サービス業が13,997人（11.2％）となっています。

⚫ 事業所数、従業者数とも、多少の増減はあるものの減少傾向で推移してい
ます。

■産業別事業所数・従業者（2016年６月１日現在）

資料：東京都統計年鑑（東京都）

５．商業

⚫ 卸売・小売業の商店数、従業者数は、2012年以降は商店数は微減、従業者
数は増加傾向で推移し、2016年時点で2,299件、従業員数18,885人となって
います。

⚫ 年間商品販売額も2012年以降は増加傾向にあり、2016年時点では、約
10,239億円となっています。

６．工業

⚫ 2018年時点で事業所数が224件、従業員数は8,539人、製造品出荷額は1,752
億円となっています。

⚫ 事業所数、製造品出荷額等は減少傾向で推移していますが、従業者数は微
増しています。

⚫ 平成29年（2017年）の事業所数の内訳は、印刷・同関連業が全体の31.3%
と最も多く、次いで金属製品製造業が8.5%、その他の製造業が8.5%となっ
ています。

■商業の推移 ■工業の推移

資料：東京都統計年鑑（東京都） 資料：工業統計調査（経済産業省）
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１．気象

⚫ 北区の2020年の年平均気温は16.5℃、年間降水量は1,590mm、日照時間は
1,890ｈとなっています。

■北区の気象（東京気象台）

２．地形・地質・水系

⚫ 北区の地形は、武蔵野台地の東端部に連なる崖線を境に、大きく西側の台
地部と東側の低地部に分けられます。

⚫ 水系については、荒川、新河岸川、隅田川、石神井川が流れています。台
地と低地の崖線には赤羽自然観察公園、飛鳥山公園、音無さくら緑地など
の15の湧水地点があります

３．生物

⚫ 159科1,175種類の生育が確認されています。
⚫ 希少な植物として、デンジソウ、イヌハギ、カンエンガヤツリ、ミズアオ
イ、カキツバタなどの生育が確認されています。

■区内の主な希少な植物

資料：北区生物目録
環境省レッドリスト2020（環境省）
東京都レッドリスト【本土部】（東京都）

（1）植物

⚫ 区内に残された貴重な自然環境を把握する目的で、昭和61年度から平成元
年度にかけ、植物、昆虫、野鳥、小動物の調査を実施したほか、平成17 年
度から平成19年度にかけ、植物、野鳥、昆虫・小動物の調査を再度実施し
ています。

■北区の地形・水系

資料：気象庁
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３．生物

⚫ ほ乳類は、6目8科11種類の生息が確認されています。
⚫ 鳥類は、17目38科139種の生息が確認されています。
⚫ 希少な鳥類として、チュウヒ、ハヤブサ、コアジサシなどの生息が確認さ
れています。

■区内の主な希少な鳥類

（２）ほ乳類、鳥類

⚫ 爬虫類は、2目8科12種類の生息が確認されています。
⚫ 両生類は、1目4科6種の生息が確認されています。
⚫ 希少な爬虫類として、ニホンイシガメ、シマヘビ、ヤマカガシなどが、希
少な両生類としてトウキョウダルマガエルなどの生息が確認されています。

（３）爬虫類、両生類

■区内の主な希少な爬虫類、両生類

⚫ 昆虫類は、16目177科775種類の生息が確認されています。
⚫ 希少な昆虫類として、ナゴヤサナエ、ミズスマシ、セスジイトトンボ、オ
オイトトンボ、オオアメンボなどの生息が確認されています。

（４）昆虫類

■区内の主な希少な昆虫類

■区内の主な希少な魚類

⚫ 魚類類は、8目13科53種類の生息が確認されています。
⚫ 希少な魚類として、ギバチ、キンブナ、ジュズカケハゼ、アブラハヤなど
の生息が確認されています。

（５）魚類

資料：北区生物目録
環境省レッドリスト2020（環境省）
東京都レッドリスト【本土部】（東京都）
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１．公園・緑地

⚫ 公園・緑地は、合計199ヶ所、総面積1,053,316㎡が整備されています。
⚫ 桜の名所として知られる飛鳥山公園や日本の都市公園100選に選ばれた音無
親水公園、自然の回復とふれあいをテーマにした赤羽自然観察公園などが
あり、みどりの街並みを形成し、憩いの場となっています。

⚫ 2017年時点における区民一人当りの公園面積は、3.11㎡と区部平均の4.33
㎡を下回っています。

⚫ 2018年に実施した緑被調査結果によれば、区の緑被面積は379.51ha、緑被
率は18.43％となっており、前回の2013年調査時より、緑被面積は12.65ha、
緑被率は0.62％減少しています。

■区内の公園・緑地面積（2020年４月現在）

■北区を代表する景観10選2019

２．景観

⚫ 2015年に策定された北区景観づくり計画では、荒川、隅田川、新河岸川、
石神井川などの河川、水門などの景観資源、公園や崖線のみどり、都電荒
川線などの鉄道や主要幹線道路沿道などの骨格となる景観とともに、庶民
的で下町らしさやあたたかさを感じさせる身近な景観を北区の景観特性と
して位置づけています。

⚫ 「みんなでつくる北区景観百選2019」の認定などにより、区を特徴づける
魅力的な景観について区民が主体となった景観まちづくりを推進していま
す。

■緑被の状況（2018年）

資料：北区みどりの実態調査

資料：北区行政資料集
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１．大気

⚫ 大気汚染常時測定局が北区役所第１庁舎、滝野川分庁舎、なでしこ小学校
に設置されており、環境基準に定められている大気汚染物質について、二
酸化窒素（NO2）、光化学オキシダント（Ox）、浮遊粒子状物質（SPM）、
微小粒子状物質（PM2.5）の常時監視を行っています。

⚫ 2019年度の環境基準及び環境基準の長期的・短期的評価の達成状況は、光
化学オキシダントを除いて、二酸化窒素、一酸化炭素、浮遊粒子状物質、
微小粒子状物質（PM2.5）は達成しています。

⚫ 首都高速道路株式会社では、首都高速王子線沿線に設置したモニタリング
ポストにより、継続的に二酸化窒素（NO2）、浮遊粒子状物質（SPM）の
測定を行っており、2019年度の測定結果では、いずれのモニタリングポス
トとも環境基準を達成しています。

⚫ 主要交差点・沿道における自動車から排出される二酸化窒素の2019年度の
測定結果では、区内19箇所の全ての地点において夏季、冬季とも環境基準
を達成しています。

■大気の環境基準の達成状況（2019年度）

２．水質

⚫ 区内を流れる４河川、２湖沼で、水素イオン濃度（pH）や生物化学的酸素
要求量（BOD）等について、水質測定を定期的に実施しています。

⚫ 2019年度の測定結果は、河川類型が指定されている４河川においては、新
河岸川のBOD、石神井川の大腸菌群数が環境基準を超過していましたが、
他の項目については環境基準を達成しています。

資料：北区の環境 令和元年度実績■水質（河川）の環境基準の達成状況（2019年度）

資料：北区の環境 令和元年度実績
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３．騒音・振動

⚫ 騒音規制法、振動規制法に基づき、区内の主要道路における自動車による
騒音・振動及び交通量の調査を行っています。

⚫ 2019年度の騒音測定結果では、明治通り、環状７号線、環状８号線の夜間
において環境基準、要請限度とも超過している状況です。

⚫ 振動測定結果では、いずれの路線も要請限度を達成しています。

■自動車交通騒音・振動測定結果（2019年度）

４．ダイオキシン類

⚫ ダイオキシン類対策特別措置法に準じて自主的な測定を実施しています。
⚫ 2019年度の測定結果は、大気、土壌、河川すべてにおいて環境基準を達成
しています。

資料：北区の環境 令和元年度実績

■ダイオキシン類測定結果（2019年度）

資料：北区の環境 令和元年度実績

（１）自動車騒音・振動

⚫ 区内を通過する東北・上越・北陸新幹線の騒音及び振動の状況を把握する
ため、「新幹線鉄道騒音測定・評価マニュアル」及び「環境保全上緊急を
要する新幹線鉄道振動対策について(勧告)」に基づき、調査を行っています。

⚫ 2019年度の測定結果では、いずれの測定地点の騒音、振動とも環境基準及
び指針基準を達成しています。

（２）鉄道騒音・振動

５．生活環境の苦情

⚫ 公害苦情の件数は、微増傾向にあり、近年は200件前後で推移しています。
⚫ 苦情の内容は、かつては工場・指定作業場から発生する騒音・振動・悪
臭・ばい煙などが主でしたが、最近では、建設現場から発生する騒音・振
動や、一般家庭から発生するクーラー・ピアノなどの騒音やスナックを始
めとする飲食店などから発生するカラオケ・人声等の深夜騒音への苦情が
多くなっています。

■公害苦情発生状況

資料：北区の環境 令和元年度実績
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１．ごみの排出量

⚫ 2019年度の北区のごみの総排出量は、64,439ｔであり、2015年度までは減
少傾向にありましたが、近年は65,000ｔ前後で推移しています。

⚫ 区民１人１日当たりのごみ排出量は、減少傾向にあり、2018年度は660g/
人・日となっており、特別区の平均797ｇ/人・日を下回っています。

■ごみ排出量の推移

２．ごみの再資源化

⚫ 古紙は集積所回収、缶、びん、ペットボトルはステーション回収、紙パッ
ク、発泡トレイなどは拠点回収を行っているほか、紙類などは集団回収を
実施し、ごみの再資源化に努めています。

⚫ 2019年度の資源回収量は11,318ｔ、集団回収量は5,776ｔとなっており、資
源回収量、集団回収量とも減少傾向にあります。

■区民1人1日当たりのごみ排出量

資料：北区のごみ・資源量（北区清掃事務所）
資料：北区のごみ・資源量（北区清掃事務所）
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１．エネルギー消費量

⚫ 北区のエネルギー消費量は、2018年度で11,886TJとなっており、2000年度
以降は減少傾向で推移してきましたが、2015年度以降は横ばい傾向で推移
しています。

⚫ 部門別では、家庭部門が4,944TJ、41.6％を占めており、次いで業務その他
部門3,875TJ、32.6％、運輸部門2,029TJ、17.1％などとなっています。

２．温室効果ガス排出量、二酸化炭素排出量

⚫ 北区の温室効果ガス排出量は、2018年度で1,229千ｔ-CO2となっており、
総排出量の92％を二酸化炭素（CO2）が占めています。

⚫ 二酸化炭素排出量は、2018年度で1,133千ｔ-CO2となっています。2012年
度以降は減少傾向で推移してきましたが、2016年度以降は微増傾向で推移
しています。

⚫ 部門別では、家庭部門が440千ｔ-CO2、38.9％を占めており、次いで業務そ
の他部門414千ｔ-CO2、36.5％、運輸部門154千ｔ-CO2、13.6％などとなっ
ています。

■エネルギー消費量の推移

資料：オール東京６２市区町村共同事業
「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」

■エネルギー消費量の部門別構成比（2018年度）

■二酸化炭素排出量の推移 ■二酸化炭素量の部門別構成比（2018年度）

資料：オール東京６２市区町村共同事業
「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」

３．再生可能エネルギー導入状況

⚫ 区内における再生可能エネルギーの導入容量は、2019年度で13,205kW（太
陽光発電：7,225kW、バイオマス発電：5,980kW）となっており、導入容量
は増加傾向にあります。

⚫ 再生可能エネルギーによる発電電力量は、2019年度で1,596,088MWhと
なっており、区内で消費される電力量の3.2%を占めています。



区の現況（環境教育・環境学習） 資料（３） 10

１．北区環境大学

⚫ 東京家政大学と連携し、環境問題を基礎から正しく理解し、自ら考え行動する力を養
うことを目的とした講座を開催しました。

⚫ 2019年度に環境大学が開催した講座は34回で、参加者は延べ829名でした。
⚫ 講座内容は次のとおりです。

• 小学生向け環境学習講座、中高生向け環境学習講座
区立学校と連携し、簡単な実験を通して、環境課題に対する科学的思考力を養う
カリキュラムを組んだ講座

• 幼児とその家族向け環境学習講座
体験学習を通し、家族で自然環境について学ぶ講座

• 社会人・大学生向け環境学習指導者養成講座（北区環境リーダー養成講座）
世界における環境教育への取り組みの経緯と目標を理解し、発達段階に適した児
童対応を行うための知識やスキルを身に付け、環境教育指導者を養成する講座

• 企業等連携講座

２．みどりの環境の情報館（エコベルデ）

⚫ みどりと環境の情報館（エコベルデ）は、土壌汚染に関する情報を提供して住民の不
安を解消する目的で、広い緑地と花壇を生かして、みどりの普及拠点として整備した
ものです。約560 ㎡の建物の中には土壌汚染対策情報コーナー、園芸や緑化の本を集
めた図書閲覧コーナー、来館者の休憩場所としての多目的スペースがあります。

⚫ 2019年度は、区民のみどりへの関心高揚を目的として、園芸や自然に関する講座を
26 回開催し、参加者は延べ350 名、来館者数は3,912 人でした

３．自然ふれあい情報館

⚫ 自然ふれあい情報館は、区立清水坂公園内にあり、区民が楽しみながら自然環境への
理解を深めるための施設で、2019年度の来館者は延べ46,834 名でした。

⚫ このほか自然環境に興味を持ってもらうため、子ども・親子・一般向けの各教室を開
催しており、2019年度に開催した自然教室は9 回で、参加者は延べ437 名でした。

⚫ 自然園には42.73 ㎡の田んぼがあり、隣接する区立清水小学校（現西が丘小学校）5 
年生の児童を中心として代（しろ）かき、田植え、稲刈り、脱穀の作業を行い、もち
米を収穫しました。

４．北区環境リーダー養成事業

⚫ 2004年から、地域における環境活動を実践し、持続可能な社会を担う人材育成およ
びその活動などを支援することを目的に、環境学習リーダー養成講座を実施していま
す。

・環境リーダー養成講座：2019年度 32 回のべ参加者数306 名
（北区環境大学による社会人・大学生向け環境学習指導者養成講座を含む）
・環境リーダー養成講座修了生活動：2019年度 62 回のべ参加者数135 名

５．こどもエコクラブ

⚫ 次代を担う子ども達の環境教育・学習を推進するため、環境省（旧環境庁）の呼びか
けにより1995年度から活動をスタートしたこどもエコクラブの募集を行っています。

⚫ 区では2019年度、3 クラブ36 人が登録し、活動しました。

６．環境活動自己診断事業

⚫ 子どもの頃から環境に関心を持ち地球にやさしい生活を心がけてもらうため、区立小
学校の児童に、夏休みの間、日常生活での省エネルギーやリサイクルなどをチェック
してもらう、小学生環境活動自己診断事業を実施しています。

⚫ 2019年度は、区立全小学校の５年生から1,841枚（回収率89％）の自己診断書を回収
しています。

７．省エネ道場

⚫ 「北区eco かるた」を活用し、標語を通じた学習として、かるた遊びをすることで環
境の知識の向上を目指し、広く環境について学ぶ機会の場として「省エネ道場」を
2016年度より開催しています。

⚫ 2019年度の延べ参加者数は151名でした。
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１．環境全般

⚫ 2015年9月の「国連持続可能な開発サミット」において採択された「我々の世界を変
革する：持続可能な開発のための2030アジェンダ」は、国際社会が抱える包括的な
課題に喫緊に取り組むための画期的な合意となりました。

⚫ 「持続可能な開発目標（SDGs）」は、地球上の「誰一人取り残さない」社会の実現
を目指し、17のゴール（目標）と169のターゲット、232の指標が掲げられ、達成の
ためには、国家レベルだけでなく、市民、事業者及び行政などの社会の多様な主体が
連携して行動していく必要があります。

⚫ また、SDGsの17のゴールは相互に関係しており、経済面、社会面、環境面の課題を
統合的に解決することや、1つの行動によって複数の側面における利益を生み出す多
様な便益（マルチベネフィット）を目指すという特徴を持っています。

（１）持続可能な開発のための2030アジェンダ
【持続可能な開発目標（SDGs）】

■持続可能な開発目標（SDGs）における17の目標

資料：国際連合広報センターウェブサイト

⚫ 2018年４月に閣議決定された国の「第五次環境基本計画」では、目指すべき持続可
能な社会の姿のひとつとして、「地域循環共生圏」の創造を掲げています。

⚫ 「地域循環共生圏」とは、各地域が有する自然資源、生態系サービス、資金・人材な
どを活かして自立・分散型の社会を形成しながらも、地域の特性に応じて地域資源を
補完し支え合う考え方のことです。

⚫ 「地域循環共生圏」の創造に向けて、「SDGsの考え方も活用し、環境・経済・社会
の統合的向上を具体化する」ことを掲げ、環境政策を契機に、あらゆる観点からイノ
ベーションを創出し、経済、地域、国際などに関する諸課題の同時解決と将来にわ
たって質の高い生活をもたらす「新たな成長」につなげていくとしています。また、
環境政策の具体的な展開では、６つの「重点戦略」（経済、国土、地域、暮らし、技
術、国際）を設定し、さらに、重点戦略を支える環境政策として、「気候変動対策」
をはじめとする６つの分野が示されています。

（２）第五次環境基本計画

■「地域循環共生圏」の概念図

資料：第五次環境基本計画の概要（環境省）
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２．気候変動対策

⚫ 2015（平成27）年12月にパリで開催された国連気候変動枠組条約第21回締約国会議
（COP21）では、2020（令和2）年以降の気候変動抑制に関する国際的枠組みとなる
「パリ協定」が採択され、2016（平成28）年11月に発効し、2020（令和2）年に実
施段階に入りました。

⚫ 「パリ協定」では、「世界全体の平均気温の上昇を２℃より十分下方に抑えるととも
に、1.5℃に抑える努力を追求すること、このために今世紀後半に人為的な温室効果
ガス排出の実質ゼロ（人為的な温室効果ガス排出量と吸収量を均衡させること）にす
ること」などを決定しました。

⚫ これにより、先進国だけでなく途上国を含む世界の国々が、目標達成に向けた取り組
みを実施することになり、1997（平成9）年の「京都議定書」以来の画期的な国際枠
組みとなっています。

（１）パリ協定

■パリ協定の概要

資料：STOP THE 温暖化 2017(環境省）

⚫ 2020年10月に、菅首相は所信表明演説のなかで、「我が国は、2050年までに、温室
効果ガスの排出を全体としてゼロにする、すなわち2050年カーボンニュートラル、
脱炭素社会の実現を目指す」ことを宣言しました。

⚫ この演説のなかで、「積極的に温暖化対策を行うことが、産業構造や経済社会の変革
をもたらし、大きな成長につながるという発想の転換が必要」とし、次世代型太陽電
池、カーボンリサイクルをはじめとした、革新的なイノベーションの実用化を見据え
た研究開発の加速、グリーン投資、省エネの徹底や再エネの最大限の導入を目指すこ
とを明らかにしました。

⚫ この所信表明演説に基づき、政府では、地球温暖化対策計画、エネルギー基本計画、
長期戦略の見直しの議論が加速しています。

（２）2050年カーボンニュートラル宣言

⚫ 2020年10月の2050年カーボンニュートラルの宣言を受け、2020（令和２）年12月に、
経済産業省と関係省庁が連携して、2050年カーボンニュートラルへの挑戦を「経済
と環境の好循環」につなげるための産業政策として「2050年カーボンニュートラル
に伴うグリーン成長戦略」を策定しました。

⚫ この戦略においては、水素産業やカーボンリサイクル産業、ライフスタイル関連産業
など14の重要分野ごとに、高い目標を掲げた上で、現状の課題と今後の取り組みを明
記し、予算、税制、規制改革・標準化、国際連携など、あらゆる政策を盛り込んだ実
行計画が明らかにされています。

（３）グリーン成長戦略

⚫ 地球温暖化対策の推進に関する法律では、都道府県及び市町村は、その区域の自然的
社会的条件に応じて、温室効果ガスの排出の削減のための総合的かつ計画的な施策を
策定し、及び実施するように努めるものとするとされています。

⚫ 国の2050年カーボンニュートラル宣言などを踏まえ、脱炭素社会に向けて、2050年
二酸化炭素実質排出量ゼロに取り組むことを表明（ゼロカーボンシティ）した地方公
共団体が増えつつあり、2021年7月9日現在、420自治体（40都道府県、249市、10特
別区、101町、20村）が「2050年までに二酸化炭素排出実質ゼロ」を表明しています。

（４）ゼロカーボンシティ
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⚫ 「地球温暖化対策の推進に関する法律」は、2050 年までの脱炭素社会の実現に向け、
2022年度施行予定にて改正されました。

⚫ 改正された法律では、「温室効果ガスの排出量等の抑制」としていた表現を全て「温
室効果ガスの排出量等の削減」に改めたほか、都道府県と中核市のみに言及していた
地方公共団体実行計画の策定義務に、市町村を追加し、地方公共団体実行計画を策定
する努力義務を課しています。

⚫ さらに、地域資源を活用した太陽光発電、風力発電等の再生可能エネルギーの促進を
図る「地域脱炭素化促進事業」を法定行為として定め、促進事業の区域や目標、加え
て、地域の環境保全、地域の経済及び社会のサステナブルな発展に資する取組を市町
村が率先して進める努力目標も課しています。

（５）地球温暖化対策の推進に関する法律の改定

■地球温暖化対策の推進に関する法律の改定の概要

資料：改正地球温暖化対策推進法について(環境省）

⚫ 国・地方脱炭素実現会議は、2050年脱炭素社会の実現に向けて、特に地域の取組と
密接に関わる「暮らし」「社会」分野を中心に、国民・生活者目線での2050年脱炭
素社会実現に向けたロードマップ及びそれを実現するための関係府省・自治体等の連
携のあり方等について検討し、議論を行う場として開催されました。

⚫ 2050年脱炭素社会実現に向けたロードマップ（脱炭素で、かつ持続可能で強靭な活
力ある地域社会を実現する行程）では、
①適用可能な最新技術で出来る重点対策を全国で実施
② 2050年に向けた地域の脱炭素ドミノの拡大

を2025年までの５年の集中期間に政策を総動員して行うこととしています。
⚫ ロードマップの内容のうち、直ちにできることは直ちに実践していくとともに、地球
温暖化対策計画、長期戦略や成長戦略実行計画、温暖化対策法に基づく地方公共団体
実行計画等、そのほか法制度などの各種施策に反映しつつ、国・自治体・地域企業等
が一丸となって速やかに実践に移すこととしています。

（６）国・地方脱炭素実現会議

■地域脱炭素ロードマップ対策・施策の全体像

資料：地域脱炭素 ロードマップ（案）(国・地方脱炭素実現会議）
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３．資源循環

⚫ 2018年６月の「第四次循環型社会形成推進基本計画」では、「第三次計画」で掲げ
た「質」にも着目した循環型社会の形成、低炭素社会や自然共生社会との統合的取組
等を引き続き重視するとともに、環境・経済・社会の統合的向上に向けた重要な方向
性として、「地域循環共生圏形成による地域活性化」、「ライフサイクル全体での徹
底的な資源循環」、「適正処理の更なる推進と環境再生」、「循環分野における基盤
整備」などを掲げています。

⚫ また、こうした方向性のもと、「バイオマスの地域内での利活用」、「シェアリング
等の２Ｒビジネスの促進、評価」、「家庭系食品ロス半減に向けた国民運動」、「高
齢化社会に対応した廃棄物処理体制」などの取組を推進することとしています。

（１）第四次循環型社会形成推進基本計画
⚫ 循環経済（サーキュラーエコノミー）とは、従来の3Rの取組に加え、資源投入量・
消費量を抑えつつ、ストックを有効活用しながら、サービス化等を通じて付加価値を
生み出す経済活動であり、資源・製品の価値の最大化、資源消費の最小化、廃棄物の
発生抑止等を目指すものです。

⚫ 2020年には、国内企業がこれまでの3Rの取組の中で培ってきた強みをグローバル市
場で発揮し、中長期的な産業競争力強化につなげるべく、①循環性の高いビジネスモ
デルへの転換、②市場・社会からの適正な評価の獲得、③レジリエントな循環システ
ムの早期構築の3つの観点から、我が国の循環経済政策の目指すべき基本的な方向性
を提示するべく、「循環経済ビジョン2020」として取りまとめられました。

⚫ あらゆる産業が、これまでの廃棄物・環境対策としての3Rではなく、「環境と成長
の好循環」につなげる新たなビジネスチャンスと捉え、経営戦略・事業戦略として、
循環性の高いビジネスモデルへの転換を図ることが重要となっており、2021年3月に
は、循環経済の取組の加速化に向けた官民連携による「循環経済パートナーシップ」
が発足しました。

（２）循環経済（サーキュラーエコノミー）への移行

■第四次循環型社会形成推進基本計画の概要

資料：第四次循環型社会形成推進基本計画の概要(環境省）
資料：循環経済ビジョン2020（経済産業省）

■循環経済（サーキュラーエコノミー）の概念
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⚫ 海洋プラスチックごみ問題、気候変動問題、諸外国の廃棄物輸入規制強化等への対応
を契機として、プラスチックの資源循環の促進等を総合的かつ計画的に推進するため、
「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」が2021年6月に成立し、2022
年4月から施行されることとなりました。

⚫ 2019年には、ワンウェイプラスチックの使用削減、プラスチック資源の分かりやす
く効果的な分別回収・リサイクルの推進、海洋プラスチック対策などが盛り込まれた
「プラスチック資源循環戦略」が策定されました。

（３）プラスチック資源循環促進法の制定

⚫ 食品ロスとは、本来食べられるにも関わらず捨てられてしまう食べ物のことです。日
本では2018年度に、約600万トンの食品ロスが発生したと推計されています。

⚫ 食品ロスの削減に関し、国、地方公共団体等の責務等を明らかにするとともに、食品
ロスの削減を総合的に推進することを目的とした「食品ロスの削減の推進に関する法
律」が2019年に制定され、施行されています。

⚫ 法律第13条では、区域内における食品ロスの削減の推進に関する計画として、「市町
村食品ロス削減推進計画」の策定を努力義務として定めています。

⚫ 食品ロスの削減を目指した国民運動「NO-FOODLOSSプロジェクト」を展開するな
ど環境省、消費者庁、農林水産省が連携して食品ロス削減に向けた取り組みを実施し
ています。

（４）食品ロスの削減の推進に関する法律の制定

■プラスチック資源循環促進法の目的

資料：プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律案の概要(環境省）

■食品ロスポータルサイトにおける情報発信

資料：食品ロスポータルサイト（環境省）
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１．東京都環境基本計画

資料：東京都環境基本計画の概要（東京都）

⚫ 2016年に策定された「東京都環境基本計
画」では、「スマートエネルギー都市の
実現」「３Ｒ・適正処理の促進と『持続
可能な資源利用』の推進」「自然豊かで
多様な生きものと共生できる都市環境の
継承」「快適な大気環境、良質な土壌と
水循環の確保」「環境施策の横断的・総
合的な取組」を政策の柱とする各種の取
り組みを推進しています。

⚫ 2021年7月現在、『「サステナブル・リ
カバリー（持続可能な回復）」により、
「ゼロエミッション東京」を実現し、50 
年、100 年先も、自然との共生や質の高
い大気環境など、豊かさにあふれる持続
可能な都市をつくる』ため、都の環境施
策を大胆に加速する新たな環境基本計画
の策定に着手し、2022年夏頃の策定を予
定しています。
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２．ゼロエミッション東京戦略
2020 Update & Report

資料：ゼロエミッション東京戦略“ 2020 Update & Report（東京都）

⚫ 気温上昇を1.5℃に抑えることを追求し、
2050年までに「ゼロエミッション東京」
を実現するための脱炭素戦略として、
「ゼロエミッション東京戦略」が2019年
に策定されました。

⚫ 2020年10月の国の2050年カーボンニュー
トラル宣言を受け、2021年1月には2030
年までに温室効果ガスを50％削減する
「カーボンハーフ」を表明しました。

⚫ カーボンハーフの表明を受け、温室効果
ガス削減目標を引き上げ、政策強化など
を盛り込んだ見直し計画として、「ゼロ
エミッション東京戦略 2020 Update & 
Report」が2021年3月に策定されました。
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３．資源循環・廃棄物処理計画中間まとめ(案)

資料：資源循環分野における政策の方向性(案) （東京都）

⚫ 2021年7月現在、「東京都資源循環・廃棄物処理計画」の改定作業を行って
おり、2021年6月に中間とりまとめ（案）が公表されました。

⚫ 中間とりまとめ（案）では、2030年までに温室効果ガスを50％削減する
「カーボンハーフ」などをふまえ、資源ロスの更なる削減、廃棄物の循環的
利用の更なる促進、健全で信頼される静脈ビジネスの発展などが盛り込まれ
ています。

⚫ 新しい東京都資源循環・廃棄物処理計画は、2021年9月に策定予定となって
います。


